越前市コロナに負けない事業所等応援事業補助金交付要綱

　（目的）

第１条　この要綱は、新型コロナウイルス感染拡大による経済活動等への打撃の払拭及び感染拡大防止に資する市内の中小・小規模企業者等が行う新たな取組（令和３年４月１日以降に実施し、又は実施した事業に限る。以下「補助事業」という。）に対して、越前市コロナに負けない事業所等応援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するために必要な事項を定めることを目的とする。
　（趣旨）
第２条　この要綱は、補助金の交付に関し、越前市補助金等交付規則（平成１７年越前市規則第５０号。以下「交付規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする

　（定義）

第３条　この要綱において、中小・小規模企業者とは、中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２条第１項に規定する中小企業者及び第３項に規定する小規模企業者であって、福井県信用保証協会の定める保証対象業種を営む者（農業、林業及び漁業を営む者を含む。）とする。
　（補助対象者）

第４条　この要綱における補助対象者は、市内の個人、団体及び中小・小規模企業者並びにこれらで構成するグループであって、補助事業に意欲的に取り組む者とする。
　（補助金の額）

第５条　補助金の額は、次条に規定する補助金の補助対象経費の１０分の１０以内の額とする。

２　この要綱により補助金の交付の対象とすることができる補助事業の数は、補助対象者１者につき、グループの構成事業者としての事業も含め１事業に限るものとする。

３　補助金の額は、補助対象者１者につき１０万円を上限とし、グループで補助事業に取り組む場合は、構成する市内の補助対象者１者につき１０万円を加算するものとし、１件の上限は１００万円とする。
４　補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。
　（補助対象経費）

第６条　補助対象経費は、補助事業を適切に実施するために必要な経費であって、次に掲げるものとする。ただし、補助事業に直接にかつ専ら供するものに限る。

　(1) 建物、機械装置、車両運搬具等の有形固定資産の取得に要する費用
　(2) ソフトウェアの導入等に要する費用
　(3) 持ち帰り、配達等の事業を新たに開始するために必要な包材、容器等の購入に要する費用（ただし初回発注分に限る。）
　(4) 外注費及び支払報酬料（補助事業の全てを外注するものを除く。）
　(5) 荷造運賃
  (6) 広告宣伝費
　(7) 消耗品費
(8) 前各号に掲げるもののほか、事業実施に当たり合理的に必要と市長が認める経費
　（補助金の交付申請）

第７条　補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、補助事業が完了したときは、越前市コロナに負けない事業所等応援事業補助金交付申請書兼実績報告書（別記様式。以下「申請書兼実績報告書」という。）に必要な書類を添えて、令和３年１２月２８日までに市長に提出しなければならない。
２　前項の場合において、グループで補助事業に取り組むときは、グループを代表する者（以下「代表申請者」という。）を定め、グループの他の構成員（以下「共同申請者」という。）を代表し、これを行うものとする。

　（補助金の交付決定及び額の確定の通知）

第８条　市長は、前条の規定による申請及び報告があったときは、その内容を審査し、補助金を交付することが適当であると認めるときは、補助金の交付の決定を行い、交付規則第１５条第１項の補助金等確定通知書により当該申請者に通知するものとする。
２　市長は、補助金の交付をしないことを決定したときは、交付規則第６条第３項の補助金等不交付決定通知書により速やかに当該申請者に通知するものとする。
　（手続の特例）

第９条　第７条の規定により提出された申請書兼実績報告書は交付規則第１３条第１項に規定する書類とみなし、前条の規定による補助金の交付の決定は同規則第１４条第１項に規定する額の確定とみなす。
（その他）

第１０条　この要綱に定めるものほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　（施行期日）
１　この要綱は令和２年４月２０日から施行する。
　（この要綱の失効）
２　この要綱は、令和４年３月３１日限り、その効力を失う。
　　　附　則
　　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、同年３月３１日から施行する。
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